
◎民法の一部を改正する法律 
（平成三〇年六月二〇日法律第五九号）   

一、 提案理由（平成三〇年五月九日・衆議院法務委員会） 

○上川国務大臣 民法の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明いたし

ます。 

 この法律案は、公職選挙法の定める選挙権年齢が満二十年以上から満十八年以上に改

められたことなどの社会経済情勢の変化に鑑み、民法が定める成年となる年齢の引下げ

等を行うものであります。 

 その要点は、次のとおりであります。 

 第一に、現在二十歳とされている成年となる年齢を十八歳に引き下げることとしてお

ります。 

 第二に、現在男性が十八歳、女性が十六歳とされている婚姻開始年齢について、男女

とも十八歳にそろえることとしております。 

 第三に、民法が定める成年となる年齢の十八歳への引下げに伴い、関係法律について

所要の整備をすることとしております。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、 衆議院法務委員長報告（平成三〇年五月二九日） 

○平口洋君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、公職選挙法の定める選挙権年齢が満二十年以上から満十八年以上に改められ

たことなどの社会経済情勢の変化に鑑み、成年となる年齢及び女性の婚姻開始年齢をそ

れぞれ十八歳とする等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月二十四日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員

会に付託され、五月九日上川法務大臣から提案理由の説明を聴取し、十一日から質疑に

入りました。十五日及び二十二日には参考人から意見を聴取するなど慎重に審査を行い、

二十五日質疑を終局いたしました。次いで、討論、採決の結果、本案は賛成多数をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、 参議院法務委員長報告（平成三〇年六月一三日） 

○石川博崇君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、社会経済情勢の変化に鑑み、民法の定める成年となる年齢及び女性の婚

姻開始年齢をそれぞれ十八歳とする等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、二回にわたって参考人から意見を聴取するとともに、成年年

齢引下げの経緯、少子高齢化が進展する我が国において新たに成年として扱われる若年



者の自己決定権を尊重する意義、若年者の消費者被害防止策の効果と今後の取組、成年

年齢引下げにより養育費の支払終期が早まる懸念への対応、成年年齢引下げに伴う民法

以外の法律の改正の要否等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって

御承知願います。 

 仁比委員の発言の後、採決により質疑を終局することを決定し、討論に入りましたと

ころ、立憲民主党・民友会を代表して小川委員、日本共産党を代表して仁比委員、沖縄

の風を代表して糸数委員より、それぞれ本法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し、附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年六月一二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格別の配慮をすべきである。 

一 成年年齢引下げに伴う消費者被害の拡大を防止するための法整備として、早急に以

下の事項につき検討を行い、本法成立後二年以内に必要な措置を講ずること。 

 １ 知識・経験・判断力の不足など消費者が合理的な判断をすることができない事情

を不当に利用して、事業者が消費者を勧誘し契約を締結させた場合における消費者

の取消権（いわゆるつけ込み型不当勧誘取消権）を創設すること。 

 ２ 消費者契約法第三条第一項第二号の事業者の情報提供における考慮要素について

は、考慮要素と提供すべき情報の内容との関係性を明らかにした上で、年齢、生活

の状況及び財産の状況についても要素とすること。 

 ３ 特定商取引法の対象となる連鎖販売取引及び訪問販売について、消費者委員会の

提言を踏まえ、若年成人の判断力の不足に乗じて契約を締結させる行為を行政処分

の対象とすること、又は、同行為が現行の規定でも行政処分の対象となる場合はこ

れを明確にするために必要な改正を行うこと。 

 ４ 前各号に掲げるもののほか、若年者の消費者被害を防止し、救済を図るための必

要な法整備を行うこと。 

二 特定商取引法、割賦販売法、貸金業法その他の業法における若年成人の被害防止を

含む消費者保護のための規制につき、所管官庁による違反事業者に対する処分等の執

行の強化を図ること。 

三 成年年齢の引下げに伴い若年者のマルチ商法等による消費者被害が拡大するおそれ

があることから、それらの被害の実態に即した対策について検討を行い、必要な措置

を講ずること。 

四 自立した消費者を育成するための教育の在り方を質量共に充実させるという観点か

ら、以下の事項について留意すること。 

 １ 「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」に掲げた施策を、



関係省庁で緊密に連携して着実に実施し、全国の高等学校・大学等における実践的

な消費者教育の実施を図ること。 

 ２ 外部講師や行政機関等と連携を進めたり、消費者教育を家庭科、社会科を始めと

する教科等において実施したりするなど小学校・中学校・高等学校における教育を

充実すること。 

 ３ 十八歳、十九歳の若年者に対する大学・専門学校、職場、地域における消費者教

育を充実すること。 

 ４ 教員養成課程での消費者教育の強化など教員養成課程の改革を進めること。 

 ５ 行政機関が学校教育以外でも積極的に消費者教育に取り組む体制を整備すること。 

五 十八歳、十九歳の若年者の自立を支援する観点から、本法施行までに、以下の事項

に留意した必要な措置を講ずること。 

 １ 成年年齢と養育費負担終期は連動せず未成熟である限り養育費分担義務があるこ

とを確認するとともに、ひとり親家庭の養育費確保に向けて、養育費の取決め等に

ついて周知徹底するなど必要な措置を講ずること。 

 ２ 現在の社会経済情勢に見合った養育費算定基準について、裁判所における調査研

究に協力すること。 

 ３ 十八歳、十九歳の若年者においても個々の成熟度合いや置かれた環境に違いがあ

ることを踏まえ、これらの若年者の成長発達を支援するために（特に児童福祉法上

の自立支援が後退することがないように）必要な措置を講ずること。 

六 十八歳、十九歳の若年者に理解されやすい形で周知徹底を図ること。 

七 消費者被害防止のための啓発活動を実施する若者団体等の活動への支援を行い、成

年年齢引下げに伴う若年消費者被害防止の社会的周知のための国民キャンペーン実施

を検討すること。 

八 成年年齢引下げに向けた環境整備に向けた施策が実効性のあるものとなるよう「成

年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議」のメンバー等におい

て、弁護士、教育関係者、消費生活相談員等を含む第三者の意見を十分に聴取するこ

と。 

九 若年者の消費者被害への相談体制の強化・拡充、情報提供、消費者教育の充実を実

現するため、地方消費者行政について十分な予算措置を講ずること。 

十 施行日までに、上記に掲げた措置が実施されているか、その措置が効果を上げてい

るか、その効果が国民に浸透しているかについて、効果測定や調査を実施した上で検

討し、その状況について随時公表すること。 

  右決議する。 

 


